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別紙１２ 

 

自家用電気工作物保安業務 

 

 電気事業法（昭和３９年法律１７０号）、同施行規則（昭和４０年通商産

業省令第５１号）及び保安業務受託規定（通商産業大臣承認４１ 公第１７

６７号）（以下「法令等」という。）に定めるもののほか、下記に定めると

ころにより実施するものとする。 

 

１．業務概要 

施設の自家用電気工作物が法令に定める基準に適合するよう維持し、及び保

安を確保するため、別表第１に掲げる電気工作物について、別表第２に掲げる

点検等を実施し、自家用電気工作物の維持に関し必要な指導及び助言を行うこ

とを目的とする。 

 

２．一般留意事項 

（１）業務の実施に当たり必要とする機器及び消耗品は、受託者の負担とする。 

（２）業務の実施に当たり、受託者は施設の運営に支障をきたさないよう

十分に注意しなければならない。 

 

３．従事職員 

（１）受託者は、この業務を実施する者（以下「保安技術員」という。）の名

簿を当組合に提出しなければならない。 

（２）前項の保安技術員は電気主任技術者免状を所有する者でなければならな

い。 

 

４．点検等の実施時間 

  この業務に係る点検等の実施は、原則として平日の午前８時１５分から午

後５時までの間に行うものとする。 

 

５．事故発生の措置 

  受託者は、自家用及び一般用電気工作物に事故が生じた場合は必要な措

置をとるほか、総括責任者に応急処置の方法について指導するとともに、

事故原因の究明に協力し、再発防止のためにとるべき措置を指示し、又は

助言し、かつ、必要に応じて精密検査を実施するものとする。 

 

６．電気工作物検査官による検査 

（１）電気事業法第１０４条に規定する電気事業検査官による検査が実施され

ることとなった場合、受託者は提出書類の作成及び検査に立会わなければ
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ならない。 

（２）受託者は、前項の提出書類を作成した場合は、提出前に当組合の承認を

受けなければならない。 

 

７．受託者の提出書類及び提出時期 

 受託者は、点検等の修了後速やかに次の書類を当組合に提出するものとする。 

（１）電気設備点検記録書（受託者が定める様式）１部（月次点検後） 

（２）電気設備年次・臨時点検記録書（同上）１部（年次点検又は臨時点検後） 
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